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第13期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表                         
（2019年３月１日から2020年２月29日まで） 

 

Ｊ.フロント リテイリング株式会社 

 

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款の定めにより、インター

ネット上の当社ウェブサイト（https://www.j-front-retailing.com/）に掲載することにより

株主の皆さまに提供しております。 
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連 結 注 記 表 
 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

１．連結計算書類の作成基準 

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準

拠して作成しております。 

なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。 

 

２．連結の範囲に関する事項 

連結子会社       ２５社 

主要な連結子会社は、「事業報告 １．企業集団の現況に関する事項 (7) 重要な親会社及び子会社の状況」に

記載のとおりであります。 

 

３．持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社    ８社 

主要な持分法適用関連会社は、株式会社スタイリングライフ・ホールディングス等であります。持分法適用会社

のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、追加的に当社の決算期で計算書類を作成する等の調整を

行っております。 

また、２０１９年１２月９日に「銀座六丁目開発特定目的会社」の優先出資の一部を取得したことから、当連結

会計年度より同社を持分法適用関連会社としております。 

 

４．連結子会社の事業年度等に関する事項 

子会社の所在する現地の法制度上不可能である等の理由により、子会社の計算書類の決算期が当社の決算期であ

る２月末と異なる子会社については、追加的に当社の決算期で計算書類を作成する等の調整を行っております。 

 

５．会計方針に関する事項 

(1) 外 貨 換 算 

① 外 貨 建 取 引 

当社グループの各企業は、その企業が営業活動を行う主たる経済環境の通貨として、それぞれ独自の機能通

貨を定めており、各企業の取引はその機能通貨により測定しております。 

各企業が個別計算書類を作成する際、その企業の機能通貨以外の通貨での取引の換算については、取引日の

為替レートを使用しております。 

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで換算しております。 

換算又は決済により生じる換算差額は、損益として認識しております。ただし、非貨幣性項目に係る利益又

は損失がその他の包括利益に計上される場合は、為替差額もその他の包括利益に計上しております。 

 

② 在外子会社等の計算書類 

在外子会社等の資産及び負債については期末日の為替レートを用いて日本円に換算しております。在外子会

社等の収益及び費用については、当該期間の為替レートが著しく変動していない限り、その期間の平均為替

レートを用いて日本円に換算しております。為替レートに著しい変動がある場合には、取引日の為替レート

を用いて換算します。 

在外子会社等の計算書類の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在外子

会社等の換算差額は、在外子会社等が処分された期間に損益として認識されます。 
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(2) 重要な資産の評価基準、評価方法及び減価償却資産の減価償却の方法 

① 金 融 商 品 

（ⅰ）非デリバティブ金融資産 

当社グループは、営業債権及びその他の債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他の全

ての金融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初認識しております。 

非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概要は以下のとおりであります。 

(a) 償却原価で測定する金融資産 

負債性金融商品に対する投資のうち、契約上のキャッシュ・フローが、特定日に支払われる元本及び

利息から構成され、かつ当社グループが、契約上のキャッシュ・フローを回収するために保有するこ

とを目的とする事業モデルに基づいて保有している場合には、当該負債性金融商品を償却原価で測定

しております。償却原価で測定する金融資産の取得に直接帰属する取引コストは、当初測定額に加算

しております。 

当初認識後は、実効金利法を適用して償却原価を測定し、必要な場合には減損損失を控除しておりま

す。償却原価で測定する金融資産に係る利息収益、為替差損益、減損損失は、純損益で認識しており

ます。 

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（以下、FVTOCIの金融資産） 

負債性金融商品に対する投資のうち、契約上のキャッシュ・フローが、特定日に支払われる元本及び

利息から構成され、かつ当社グループが、契約上のキャッシュ・フローの回収及び当該金融資産の売

却の双方を目的とする事業モデルに基づいて保有している場合には、当該負債性金融商品を公正価値

で測定しております。この場合、実効金利法による利息収益、為替差損益及び減損損失を純損益で認

識し、これらを除いた公正価値の変動を、その他の包括利益（純損益に組替調整される可能性があり

ます）で認識しております。 

売買目的保有ではない資本性金融商品に対する投資について、当社グループは、当初認識時に公正価

値で測定し、その変動を、その他の包括利益で認識するという選択（撤回不能）を行う場合がありま

す。この場合、公正価値の変動は、その他の包括利益（純損益に組替調整されません）で認識してお

ります。その他の包括利益として認識した金額は、当該金融資産の認識を中止した場合に、その累積

額を利益剰余金に振替えております。なお、配当金については、明らかに投資原価の一部回収である

場合を除き純損益で認識しております。 

FVTOCIの金融資産の取得に直接帰属する取引コストは、当初測定額に加算しております。 

(c) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（以下、FVTPLの金融資産） 

上記以外の金融資産は、公正価値で測定し、その変動を純損益で認識しております。FVTPLの金融資

産の取得に直接帰属する取引コストは、発生時に純損益で認識しております。 

当社グループは、いずれの負債性金融商品も、会計上のミスマッチを取り除くあるいは大幅に削減さ

せるために純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定しておりません。 

(d) 金融資産の減損 

当社グループは、償却原価又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融商品の減

損の認識にあたって、期末日ごとに対象となる金融資産又は金融資産グループに当初認識時点からの

信用リスクの著しい増加があるかどうかに基づいております。具体的には、当初認識時点から信用リ

スクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。

一方、当初認識時点から信用リスクの著しい増加があった場合には、残存期間にわたる予想信用損失

を貸倒引当金として認識しております。信用リスクが著しく増加しているか否かは、デフォルトリス

クの変化に基づいて判断しております。 

当社グループの通常の取引より生じる営業債権については、回収までの期間が短いため、簡便的に過

去の信用損失に基づいて、当初から残存期間にわたる予想信用損失を認識しております。 
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(e) 金融資産の認識の中止 

当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合、又

は、当該金融資産の所有にかかるリスク及び便益を実質的に全て移転する取引において、金融資産か

ら生じるキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止

しております。移転した金融資産に関して当社グループが創出した、又は当社グループが引き続き保

有する持分については、別個の資産・負債として認識しております。 

（ⅱ）非デリバティブ金融負債 

当社グループは、金融負債を当社グループが当該金融商品の契約の当事者になる取引日に認識しており

ます。 

当社グループは、金融負債が消滅した場合、つまり、契約上の義務が免責、取消又は失効となった場合

に、金融負債の認識を中止しております。 

当社グループは、非デリバティブ金融負債として、主に借入金、社債、営業債務、その他の短期債務、

全国百貨店共通商品券及び預り金等を有しており、公正価値で当初認識し、実効金利法に基づき償却原

価で事後測定しております。 

（ⅲ）金融資産及び金融負債の表示 

金融資産及び金融負債は、当社グループがそれらの残高を相殺する法的権利を有し、純額で決済するか、

又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、

純額で表示しております。 

（ⅳ）デリバティブ及びヘッジ会計 

当社グループは、金利変動リスク、為替変動リスクをヘッジするためデリバティブを利用しております。

これらに用いられるデリバティブは主に、為替予約及び金利スワップなどであります。 

当初のヘッジ指定時点において、ヘッジ手段とヘッジ対象の関係、リスク管理目的、ヘッジ取引を実行

する際の戦略、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジされるリスクの性質、及びヘッジ関係の有効性の評価

方法、有効部分及び非有効部分の測定方法を文書化しております。 

当社グループは、ヘッジ手段がヘッジ対象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシュ・

フローの変動に対して高度に相殺効果を有すると予想することが可能であるか否かについて、ヘッジ関

係の開始時とともに、その後も継続的に評価を実施しております。 

予定取引に対してキャッシュ・フロー・ヘッジを適用するためには、当該予定取引の発生可能性が非常

に高い必要があります。 

デリバティブは公正価値で当初認識し、関連する取引費用は発生時に純損益で認識しております。当初

認識後は、デリバティブは公正価値で測定し、その変動は以下のように会計処理しております。 

(a) キャッシュ・フロー・ヘッジ 

デリバティブを、認識済み資産・負債、又は純損益に影響を与え得る発生可能性の非常に高い予定取

引に関連する特定のリスクに起因するキャッシュ・フローの変動をヘッジするためのヘッジ手段とし

て指定した場合、デリバティブの公正価値の変動のうちヘッジ有効部分は、「キャッシュ・フロー・

ヘッジ」として、その他の資本の構成要素に含めております。キャッシュ・フロー・ヘッジの残高は、

ヘッジ対象のキャッシュ・フローが純損益に影響を及ぼす期間と同一期間において、連結包括利益計

算書においてその他の包括利益から控除し、ヘッジ対象と同一の項目で純損益に振替えられておりま

す。デリバティブの公正価値の変動のうちヘッジ非有効部分は、即時に純損益で認識されます。 

(b) 公正価値ヘッジ 

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動は純損益で認識しております。ヘッジ対象の帳簿価

額は公正価値で測定し、ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象に係る利得又は損失は、その変動

を純損益で認識しております。 

（ⅴ）現金及び現金同等物 

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成

されております。 
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② 非金融資産の評価基準及び評価方法 

（ⅰ）棚 卸 資 産 

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味実現可能価額

は、通常の事業過程における見積売価から見積販売費用等を控除した額であります。取得原価は、主と

して個別法に基づいて算定されており、購入原価、現在の場所及び状態に至るまでに要した全ての費用

を含んでおります。 

（ⅱ）売却目的で保有する資産 

非流動資産の帳簿価額が、継続的使用よりも、主として売却取引により回収される場合に、当該資産

（又は処分グループ）は、「売却目的で保有する資産」として分類しております。 

「売却目的で保有する資産」としての分類の条件は、売却の可能性が非常に高く、現状で直ちに売却す

ることが可能な場合にのみ満たされます。経営者が、当該資産の売却計画の実行を確約していなければ

ならず、分類した日から１年以内で売却が完了する予定でなければなりません。 

売却目的で保有する資産は、帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のいずれか低い金額で測定します。

「売却目的で保有する資産」に分類後の有形固定資産、無形資産及び投資不動産については、減価償却

及び償却は行っておりません。 

 

③ 有形固定資産               

有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額で計上しております。 

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び土地の原状回復費用、及び資産計上すべき

借入費用が含まれております。 

土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上されて

おります。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。 

・建物及び構築物     ３－50年 

・機 械 運 搬 具     ２－20年 

・器具装置及び備品    ２－20年 

なお、見積耐用年数及び減価償却方法等は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積

りの変更として将来に向かって適用しております。 

 

④ の  れ  ん 

当社グループはのれんを、取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配持分の認識額を含む譲渡対価の

公正価値から、取得日時点における識別可能な取得資産及び引受負債の純認識額（通常、公正価値）を控除

した額として測定しております。 

のれんの償却は行わず、毎年度又は減損の兆候が存在する場合には、その都度、減損テストを実施しており

ます。 

のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っておりません。 

また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上されます。 

 

⑤ 無 形 資 産 

無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価

額で表示しております。 

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定されます。 

のれん以外の無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用年

数にわたって定額法で償却され、主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。また、耐用年

数を確定できない無形資産はありません。 

・ソフトウェア                     ５年 

なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の

見積りの変更として将来に向かって適用しております。 
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⑥ 使 用 権 資 産 

当社グループは、使用権資産をリースの開始日に認識し、取得原価で当初測定を行っております。当該取得

原価は、リース負債の当初測定の金額、リース開始日より前に支払ったリース料から、受け取ったリース・

インセンティブを控除したもの、および発生した当初直接コストから構成されております。 

使用権資産は、当初測定後、リース期間にわたり定額法を用いて減価償却しております。リース期間につい

ては、リースの解約不能期間に、延長することが合理的に確実である期間、および、解約しないことが合理

的に確実な期間を加えた期間を加味し決定しています。また、使用権資産が減損した場合は、減損損失を使

用権資産の帳簿価額から減額しております。 

 

⑦ リ ー ス 負 債 

リース負債は、リースの開始日以降、リース期間にわたって将来支払われるリース料の現在価値で当初測定

しております。現在価値計算においては、リースの計算利子率が容易に算定できる場合、当該利子率を割引

率として使用し、そうでない場合は、借手の追加借入利子率を使用しております。 

リース負債の測定に使用するリース料には、主に固定リース料、リース期間がリース延長オプションの行使

を反映している場合、延長期間のリース料、およびリース期間がリース解約オプションの行使を反映してい

る場合その解約に伴う手数料が含まれます。 

当初測定後、リース負債は実効金利法を用いて償却原価で測定しております。そのうえで、指数またはレー

トの変更により将来のリース料に変更が生じた場合、または延長オプションや解約オプションの行使可能性

の評価に変更が生じた場合、リース負債を再測定しております。 

リース負債を再測定した場合、使用権資産の帳簿価額もリース負債の再測定の金額で修正します。ただし、

リース負債の再測定による負債の減少額が使用権資産の帳簿価額より大きい場合、使用権資産をゼロまで減

額したあとの金額は純損益で認識します。 

 

⑧ 投 資 不 動 産 

投資不動産は、賃貸収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有する不動 

産であります。 

投資不動産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した価額で表示しております。（減価償却の方法、及び耐用年数については、「③ 有形固定資産」をご参

照下さい。） 

投資不動産とそれ以外の部分との区分処理が不可能な場合には、自家使用部分の重要性が低い場合に限り、

全体を投資不動産として処理しております。 

 

⑨ 非金融資産の減損 

棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の有無

を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。のれん

及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を毎年同じ時

期に見積っております。 

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれか大きい方

の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び

当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。資金生成単位に

ついては、継続的に使用することにより他の資産又は資産グループのキャッシュ・イン・フローから、概ね

独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小の資産グループとしております。 

のれんの減損テストを行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を反

映して減損がテストされるように統合しております。企業結合により取得したのれんは、結合のシナジーが

得られると期待される資金生成単位に配分しております。 

当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・イン・フローを生み出していないため、全社資産に減損

の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を判断しております。 

減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に損益として認識いたします。

資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するよう
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に配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額いたします。 

のれんに関連する減損損失は戻入いたしません。その他の資産については、過去に認識した減損損失は、毎

期末日において減損の減少又は消滅を示す兆候の有無を評価しております。回収可能価額の決定に使用した

見積りが変化した場合は、減損損失を戻し入れます。減損損失は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価

額から必要な減価償却費及び償却額を控除した後の帳簿価額を上限として戻し入れます。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

引当金は過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務を決

済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額が信頼性をもって見積ることができる

場合に認識しております。引当金は、貨幣の時間的価値による影響が重要な場合、見積将来キャッシュ・フ

ローを貨幣の時間的価値及び当該負債に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いて

おります。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しております。 

資産除去債務 

賃借終了時に原状回復義務のある貸借店舗・事務所等の原状回復費用等の見込額について、資産除去債務

を計上しております。 

事業整理損失引当金 

事業整理、店舗の閉鎖又は建替えにより、将来発生すると見込まれる店舗の解体費用等の法的又は推定的

債務を計上しております。 

 

(4) 収益の計上基準 

下記の５ステップアプローチに基づき、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に当社グループが権利

を得ると見込んでいる対価の金額を収益として認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する 

 

当社グループは、持株会社体制の下、百貨店事業を中心としてパルコ事業、不動産事業、クレジット金融事業

などの事業を展開しております。百貨店事業では衣料品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売を行っており、こ

のような物品販売については、多くの場合、物品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、

履行義務が充足されると判断していることから、主として当該物品の引渡時点で収益を認識しております。ま

た、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引、リベート及び返品などを控除した金額で測定

しております。 

① セグメント別の収益の計上基準 

ⅰ）百貨店事業 

百貨店事業は、衣料品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売を行っております。このような物品販売につい

ては、多くの場合、物品を顧客に引き渡した時点で、履行義務が充足されると判断しており、当該物品の

引渡時点において収益を認識しております。物品代金は履行義務の充足時点である物品引渡時に受領して

おります。 

 

ⅱ）パルコ事業 

パルコ事業は、ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営を行うショッピングセンター事業、身回

品・雑貨等の販売を行う専門店事業、内装工事の設計及び施工等を行う総合空間事業等を展開しておりま

す。 

ショッピングセンター事業におけるサービスの提供については、継続的に提供しており履行義務は一定の

期間にわたり充足されると判断していることから、サービスの提供に応じて収益を認識しております。 

専門店事業における身回品・雑貨等の販売については、多くの場合、物品を顧客に引き渡した時点で、履

行義務が充足されると判断しており、当該物品の引渡時点において収益を認識しております。物品代金は
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履行義務の充足時点である物品引渡時に受領しております。 

総合空間事業における内装工事の設計及び施工については、工事契約の成果が信頼性をもって見積もるこ

とができる場合は、履行義務の進捗に応じて収益を認識しております。工事契約の成果が信頼性をもって

見積もれない場合は、発生した工事契約原価のうち回収される可能性が高い範囲でのみ収益を認識してお

ります。 

 

ⅲ）不動産事業 

不動産事業は、大丸松坂屋百貨店各店舗の周辺エリアを中心とした自社物件の開発及び外部物件の賃借と

取得による賃貸借面積の拡大、当該物件の管理、運営等を行っております。 

不動産の賃貸等による収益は、IFRS第16号に従い、その発生期間に賃貸収益を認識しております。 

 

ⅳ）クレジット金融事業 

クレジット金融事業はクレジットカードの発行と運営等を行っております。 

クレジット金融事業においては、会員からの年会費、百貨店及び外部加盟店からの手数料、割賦販売利息

を収益として認識しております。 

 

② 利 息 収 益 

利息収益は、実効金利法により認識しております。 

 

③ 配  当  金 

配当収益は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。 

 

④ 収益の総額と純額表示 

当社グループが当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示してお

ります。当社グループが第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の

総額から第三者のために回収した金額を差し引いた純額で収益を表示しております。 

当社グループが当事者として取引を行っているか、代理人として取引を行っているかの判定にあたっては、

次の指標を考慮しております。 

・企業が、契約を履行する主たる責任を有しているか 

・企業が、顧客の発注前後、出荷中や返品時に在庫リスクを有しているか 

・企業が、価格決定の裁量権を有しているか 

 

(5) 政 府 補 助 金 

補助金交付のための条件を満たし、補助金を受領することに合理的な保証がある場合は、補助金収入を公正価

値で測定し、認識しております。発生した費用に対する補助金は、費用の発生と同じ連結会計年度に収益とし

て計上しております。資産の取得に対する補助金は、資産の耐用年数にわたって規則的にその他の営業収益と

して計上し、未経過の補助金収入を繰延収益として負債に計上しております。 

 

(6) 法 人 所 得 税 

法人所得税は、当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するもの、及び直

接資本又はその他の包括利益で認識される項目を除き、損益として認識しております。 

① 当 期 税 金 

当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局から還付が予想される金額で測定されます。税額の算定に

あたっては、当社グループが事業活動を行い、課税対象となる損益を稼得する国において、決算日までに制

定又は実質的に制定されている税率及び税法に従っております。 

 

② 繰 延 税 金 

繰延税金は、決算日における資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務上の金額との一時差異、繰越欠損金及

び繰延税額控除に対して認識しております。 
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なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を計上しておりません。 

・のれんの当初認識から生じる一時差異 

・企業結合取引を除く、会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を与えない取引によって発生する資

産及び負債の当初認識により生じる一時差異 

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、解消時期をコントロールでき、かつ

予測可能な期間内に一時差異が解消しない可能性が高い場合 

繰延税金負債は原則として全ての将来加算一時差異について認識され、繰延税金資産は将来減算一時差異を

使用できるだけの課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で、全ての将来減算一時差異について認識され

ます。 

繰延税金資産の帳簿価額は毎期見直され、繰延税金資産の全額又は一部が使用できるだけの十分な課税所得

が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しております。未認識の繰延税金資産は毎期

再評価され、将来の課税所得により繰延税金資産が回収される可能性が高くなった範囲内で認識されます。 

繰延税金資産及び負債は、決算日までに制定されている、又は実質的に制定されている法定税率及び税法に

基づいて資産が実現する期間又は負債が決済される期間に適用されると予想される税率及び税法によって測

定されます。 

繰延税金資産及び負債は、当期税金負債と当期税金資産を相殺する法律上強制力のある権利を有し、かつ同

一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合、相殺しております。 

 

(7) 従 業 員 給 付 

当社グループは、従業員の退職給付制度として確定給付制度（企業年金基金制度、退職一時金制度等）を設け

ているほか、一部の連結子会社については確定拠出制度を導入しております。 

当社グループは、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予測単位積

増方式を用いて算定しております。 

割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日時

点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。 

確定給付制度に係る負債又は資産の純額は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を控除し

て算定しております。 

確定給付に係る負債又は資産の純額の再測定はその他の包括利益として認識し、直ちにその他の資本の構成要

素から利益剰余金に振替えております。再測定は、確定給付制度債務に係る数理計算上の差異、制度資産に係

る収益（制度資産に係る利息収益の金額を除く）等で構成されております。 

過去勤務費用は、ただちに損益として処理しております。 

確定拠出型の退職給付に係る費用は、拠出した時点で費用として認識しております。 

 

(8) 株 式 報 酬 

当社は、グループビジョンの実現に向けた中期経営計画の着実な遂行をはかるため、信託を活用した役員向け

株式対価報酬制度（役位や中期経営計画等の目標達成度に応じて、当社株式を役員に交付（一定の場合には、

信託内で換価した上で、換価処分金相当額の金銭を給付）する制度）を採用しております。受領したサービス

の対価は、付与日における当社株式の公正価値で測定しており、付与日から権利確定期間にわたり費用として

認識し、同額を資本の増加として認識しております。 

 

(9) １株当たり当期利益 

基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期損益を、その期間の自己株式を調整した発行

済株式の加重平均株式数で除して計算しております。希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有する全

ての潜在株式の影響を調整して計算しております。 

 

(10) 自 己 株 式 

自己株式は取得原価で評価され、資本から控除しております。当社の自己株式の購入、売却又は消却において

利得又は損失は認識しておりません。なお、帳簿価額と売却時の対価との差額は、資本剰余金として認識して

おります。 
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(11) 借 入 費 用 

当社グループは、意図した使用又は販売が可能となるまでに相当の期間を必要とする資産、つまり、適格資産

の取得、建設又は生成に直接帰属する借入費用は、その資産が実質的に意図した使用又は販売を可能にすると

きまで、それらの資産の取得原価に加算しております。 

上記以外のすべての借入費用は、それが発生した会計期間に損益として認識しております。 

 

(12) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

６．会計方針の変更 

（IFRS第16号「リース」の適用） 

当社グループは、当連結会計年度よりIFRS第16号「リース」（2016年１月公表、以下、「IFRS第16号」とい

う。）を適用しております。 

当社グループは、経過措置に従ってIFRS第16号を遡及適用し、適用開始の累積的影響を当連結会計年度の利益剰

余金期首残高の修正として認識しております。IFRS第16号への移行に際し、契約にリースが含まれているか否か

については、IFRS第16号C3項の実務上の便法を選択し、IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」という。）及

びIFRIC第４号「契約にリースが含まれているか否かの判断」の下での判断を引き継いでおります。 

このため、当社グループは適用開始日において、従来IAS第17号およびIFRIC第４号に基づきリースと識別されて

いた契約にIFRS第16号を適用し、リースとして識別されていなかった契約にはIFRS第16号を適用しておりません。 

当社グループは実務上の便法のうち、以下のものを使用しております。 

・減損レビューを実施することの代替として、リースが適用開始日直前においてIAS第37号「引当金、偶発負債

及び偶発資産」を適用して不利であるかどうかの評価に依拠 

・適用開始日から12か月以内にリース期間が終了するリースについて、短期リースと同じ方法で会計処理 

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外 

・延長又は解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、事後的判断を使用 

 

当社グループへの本基準適用による影響 

当社グループは、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリースについて、IFRS第16

号の適用開始日に、使用権資産及びリース負債を認識しております。リース負債は、リース料総額の未決済分を

適用開始日現在の借手の追加利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しております。適用開始日現在の連結財

政状態計算書に認識されているリース負債に適用している借手の追加借入利子率の加重平均は、1.8％でありま

す。使用権資産は、IFRS第16号がリース契約の開始日から適用されていたかのように遡及的に測定しております。

なお、使用権資産は定額法により減価償却しております。ただし、短期リース又は少額リースについては、当該

基準の要求を適用しないことを選択しております。 

この結果、当連結会計年度の期首時点において、過去にIAS第17号を適用してファイナンス・リースとして会計

処理していたリース資産・リース債務等の振替分を除き、使用権資産（投資不動産含む）、リース負債がそれぞ

れ2,082億8百万円、2,284億14百万円増加し、利益剰余金、非支配持分が、それぞれ126億75百万円、19億14百万

円減少しております。当連結会計年度においては、従前の会計基準を適用した場合と比較して、営業利益が、45

億84百万円増加しますが、税引前利益に与える影響は軽微であります。 

 

（連結財政状態計算書に関する注記） 

１．資産から直接控除した貸倒引当金 

(1) 営業債権及びその他の債権 217百万円 

(2) その他の金融資産 3,927百万円 

 

２．減価償却の累計額合計 

(1) 有形固定資産               298,507百万円 

(2) 使 用 権 資 産 75,227百万円 

(3) 投 資 不 動 産 21,914百万円 
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３．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

 建物及び構築物 2,442百万円  

 土 地 5,290百万円  

 そ の 他 221百万円  

 計 7,953百万円  

 

(2) 担保に係る債務 

 長 期 借 入 金 525百万円  

 そ の 他 200百万円  

 計 725百万円  

 

４．偶発債務 

 従業員住宅他融資の保証 3百万円  

 計 3百万円  

 

（連結損益計算書に関する注記） 

１．その他の営業収益 

 固定資産売却益 2,832百万円  

 受 取 補 償 金 3,649百万円  

 そ の 他 2,181百万円  

 計 8,663百万円  

 

２．その他の営業費用 

 固定資産処分損 3,576百万円  

 減 損 損 失 1,745百万円  

 事業構造改善費用 2,173百万円  

 再生計画関連費用 1,075百万円  

 事 業 整 理 損 870百万円  

 そ の 他 4,298百万円  

 計 13,740百万円  

 

（連結持分変動計算書に関する注記） 

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 ２７０，５６５，７６４株 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額               

決 議 株 式 の 種 類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配 当 額 

（円） 
基 準 日 効力発生日 

2019年４月９日 
取 締 役 会 

普通株式 4,751 18.00 2019年２月28日 2019年５月７日 

2019年10月８日 
取 締 役 会 

普通株式 4,751 18.00 2019年８月31日 2019年11月11日 

（注１）2019年４月９日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の保有する当社株式に対する配

当金42百万円が含まれております。 

（注２）2019年10月８日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の保有する当社株式に対する配

当金40百万円が含まれております。 
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり
配 当 額 

（円） 
基 準 日 効力発生日 

2020年４月10日 
取 締 役 会 

普通株式 利益剰余金 4,751 18.00 2020年２月29日 2020年５月８日 

（注）2020年４月10日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の保有する当社株式に対する配当

金40百万円が含まれております。 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

金融商品に係るリスク管理 

当社グループは、市場リスク、信用リスク及び流動性リスクを回避又は低減するために、以下の方針に基づき金

融商品に係るリスクを管理しております。 

 

① 市場リスク管理 

資金運用については安全性の高い預金及び債券等に限定し、また、資金調達については銀行借入、コマーシャ

ル・ペーパー発行、社債発行及び債権流動化等による方針です。デリバティブは、外貨建金銭債権債務の為替

変動リスク及び借入金、社債の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。 

（ⅰ）為替変動リスク 

営業債務及びその他の債務である支払手形及び買掛金並びに未払法人所得税等は、そのほとんどが１年以

内の支払期日です。その一部には外貨建てのものがあり為替変動リスクに晒されておりますが、当該リス

クを回避するために、決済額の一部について為替予約を行っております。 

（ⅱ）金利変動リスク 

短期借入金、コマーシャル・ペーパー及び債権流動化等は、主に営業取引に係る資金調達であり、社債及

び長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されて

おりますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を

図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しておりま

す。ヘッジの有効性の評価方法については、個別取引ごとのヘッジ効果を定期的に検証しております。 

（ⅲ）株価変動リスク 

当社グループは、業務上の関係を有する企業を中心に市場性のある株式を保有しております。それらは株

価変動のリスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握するとともに、株式の保有状況についても継

続的に見直しております。また、これら株式はすべてその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金

融資産に指定しており、株価変動に対する純損益への影響はありません。 

 

② 信用リスク管理 

当社グループは、保有する金融資産の相手方が債務を履行できなくなることにより、財務的損失を被る信用リ

スクに晒されております。 

（ⅰ）営業債権及びその他の債権 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

当社グループ各社において取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、回収懸念の早期把握や軽減に努め

ております。 

（ⅱ）短 期 投 資 

現金及び現金同等物及びその他の金融資産に含まれている短期投資は、格付けの高い企業のコマーシャ

ル・ペーパー、公社債投資信託、金銭の信託等の安全性と流動性の高い金融商品であります。 

（ⅲ）貸  付  金 

貸付金については、貸付先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、新規貸付時に貸付

先の信用状況について社内での審議・承認のプロセスを踏むことを徹底し、必要に応じて保証金や担保を

取得するとともに、定期的に貸付先の信用状況を確認しております。 
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（ⅳ）デリバティブ取引 

デリバティブ取引の執行・管理については、その目的、利用限度額、取引の範囲及び組織体制等を定めた

社内規程に従っております。デリバティブの利用にあたっては、実需に基づいて投機的な取引を排除し、

リスクの回避に限定して利用するとともに、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関に限定

して取引を行っております。 

 

③ 流動性リスク管理 

流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行できなくなるリスクであります。 

営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次で資金繰計画を

作成するなどの方法により管理するとともに、主要取引銀行とのコミットメントライン契約及び当座借越契約

により十分な手許流動性を確保しております。 

 

２．金融商品の公正価値等に関する事項 

2020年２月29日における帳簿価額及び公正価値は次のとおりであります。 

   （単位：百万円）

 帳簿価額（※） 公正価値（※） 差 額 

資産    

(1) 現金及び現金同等物 34,633 34,633 － 

(2) 営業債権及びその他の債権 144,244 144,244 － 

(3) デリバティブ 8 8 － 

(4) その他の金融資産 96,467 100,747 4,280 

負債    

(5) 営業債務及びその他の債務 （144,020） （144,020） － 

(6) その他の金融負債 （ 71,286） （ 71,443） 157 

(7) 借入金 （174,510） （174,994） 484 

(8) コマーシャル・ペーパー （ 4,000） （ 4,000） － 

(9) 社債 （ 79,766） （ 80,426） 659 

(10) デリバティブ （   －） （   －） － 

（※）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

 

（注）公正価値の算定方法 

(1) 現金及び現金同等物、(2) 営業債権及びその他の債権、(4) その他の金融資産（流動）、(5) 営業債務及

びその他の債務、(6) その他の金融負債（流動）、(8) コマーシャル・ペーパー 

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4) その他の金融資産（非流動）、(6) その他の金融負債（非流動） 

上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場株式の公正価値に

ついては、割引将来キャッシュ・フロー、収益及び純資産に基づく評価モデル及び類似企業比較法等によ

り算定しております。 

償却原価で測定されるその他の金融資産又はその他の金融負債は、主に差入敷金及び保証金又は預り敷金

及び保証金となり、これらの公正価値については将来キャッシュ・フローを現在の市場利子率で割り引い

た現在価値等により算定しております。 

(7) 借入金、(9) 社債 

借入金及び社債は、主として将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(3) デリバティブ（資産）及び(10) デリバティブ（負債） 

デリバティブは、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債として、取引先金融機関から

提示された価格に基づいて算定しております。 
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（投資不動産に関する注記） 

１．投資不動産の状況に関する事項 

 当社の一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のビル（土地を含む）を有しております。 

 

２．投資不動産の公正価値に関する事項 

 （単位：百万円）
 

連 結 財 政 状 態 計 算 書 計 上 額 当 連 結 会 計年 度 末 の 公正 価 値 

219,354 317,782 

（注１）連結財政状態計算書計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）当連結会計年度末の公正価値は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」

に基づく金額等であり、その他の物件については指標等を用いて自社で調整を行った金額であります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり親会社所有者帰属持分 1,479円07銭 

２．基本的１株当たり当期利益 81円19銭 

（注）１株当たり情報の算定において、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を自己株式として処理していること

から、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しております。 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

（新型コロナウイルス感染症の拡大） 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、海外から日本への渡航自粛・制限、国内における外出自粛、また店舗

の臨時休業や営業時間の短縮、イベントの休止等により、当社グループにおいては、主に百貨店事業・パルコ事

業において来店客数の減少などの影響が出ております。２０２０年４月７日に日本政府による緊急事態宣言が発

出されたことにより、当社グループは２０２０年４月８日以降、一部の店舗を除き休業を決定したことなど、当

社グループの翌連結会計年度の業績に重要な影響を与える可能性がありますが、現時点ではその影響を合理的に

算定することが困難であります。 

 

（その他の注記） 

（非支配持分の取得） 

当社グループは公開買付により非支配株主が保有する株式会社パルコの持分３１．４５％を２０２０年２月２５ 

日に追加取得し、５９０億円の現金が非支配株主等に支払われ、当社グループの同社に対する所有持分は 

６４．９８％から９６．４３％に増加しました。また、残りの３．５７％については同年２月２７日に株式売渡

請求を行ったことに伴い、当連結会計年度末において当社グループの同社に対する所有持分を１００％として会

計処理しているため、同株式取得に必要な金額を未払計上しております。 

この結果として、追加取得に伴い非支配持分が４２４億円減少し、追加取得持分等と非支配持分の減少額との差

額である２３１億円は、資本剰余金から控除しております。 
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個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの       期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの       移動平均法による原価法 

 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ                       時価法 

 

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯  蔵  品         先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

３．繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費          償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 

 

４．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金          債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

賞 与 引 当 金          従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

役員賞与引当金          役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

役員報酬ＢＩＰ信託引当金     役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に

基づき、役員等に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計

上しております。 

関係会社事業損失引当金      関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、

当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法         金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を

採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段         金利スワップ取引 

ヘ ッ ジ 対 象         借入金及び借入金の支払利息 

ヘ ッ ジ 方 針          リスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジすることを目的として

実施することとしております。 



 

－  － 
 

(15) ／ 2020/04/22 15:09 (2020/04/13 17:33) ／ wp_19601295_03_個別注記表_ostＪフロントリテイリング様_招集（ＷＥＢ開示）_P.docx 

15

ヘッジ有効性評価の方法      ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎事業年度末に個別取引ごとのヘッ

ジ効果を検証しておりますが、ヘッジ対象の資産又は負債とヘッジ手段に

ついて元本・利率・期間等の重要な条件が同一である場合には、本検証を

省略することとしております。 

 

６．消費税等の会計処理方法      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等

は長期前払費用に計上のうえ５年間で均等償却しております。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）等を当事業年度の期首

から適用し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 42百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引 

営業取引による取引高 

 営業収益 34,116百万円  

 一般管理費 556百万円  

 

営業取引以外の取引による取引高 

 受取利息 468百万円  

 受取配当金 179百万円  

 支払利息 3百万円  

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数  普通株式 270,565,764株 

２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数  普通株式 8,862,367株 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産   

 賞与引当金 50百万円  

 未払保険料 7百万円  

 未払事業税 39百万円  

 未払費用 55百万円  

 関係会社株式評価損 61百万円  

 関係会社貸倒引当金 208百万円  

 役員報酬ＢＩＰ信託引当金 120百万円  

 繰越欠損金 1,769百万円  

 その他 14百万円  

 繰延税金資産小計 2,325百万円  

    

 評価性引当額 △2,325百万円  

 繰延税金資産合計 －  

    

 繰延税金負債   

 資産除去債務に対応する除去費用 △4百万円  

 その他有価証券評価差額金 3百万円  

 繰延税金負債合計 △1百万円  

    

 繰延税金負債の純額 △1百万円  

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

子会社及び関連会社等 

      （単位：百万円）
 

種 類 会 社 等 の 名 称 
議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合 

関連当事者
と の 関 係 

取 引 の 内 容 
取引金額 
（注５） 

科 目 期末残高 

子会社 
株 式 会 社 
大丸松坂屋百貨店 

所有 
直接100％ 

役員の兼任 
経 営 指 導 

経営指導料の受取(注１) 4,103 ― ― 

資 金 の 貸 付 ― 短期貸付金 10,700 

貸 付 金 の 回 収 700 長期貸付金 65,675 

利息の受取(注２) 352 ― ― 

子会社 
株 式 会 社 
Ｊ Ｆ Ｒ サ ー ビ ス 

所有 
直接100％ 

役員の兼任 
経 営 指 導 

資金の貸付・回収(注３) 6,619 短期貸付金 30,365 

利息の受取(注２) 6 
― ― 

利息の支払(注２) 3 

子会社 
Ｊ Ｆ Ｒ カ ー ド 
株 式 会 社 

所有 
直接100％ 

役員の兼任 
経 営 指 導 

資 金 の 貸 付 ― 
短期貸付金 15,000 

長期貸付金 15,000 

利息の受取(注２) 107 ― ― 

子会社 
ＪＦＲこどもみらい 
株 式 会 社 

所有 
直接100％ 

経 営 指 導 
貸金の貸付(注４) ― 

短期貸付金 180 

長期貸付金 500 

利息の受取(注２) 2 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）経営指導料については、契約条件により決定しております。 

（注２）貸付の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
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（注３）資金の貸付及び回収取引が反復的に行われているため、取引金額の欄には期中の平均残高を記載しておりま

す。 

（注４）ＪＦＲこどもみらい株式会社に対する貸付については、680百万円の貸倒引当金を計上しております。また、

当事業年度において680百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。 

（注５）取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 1,256円46銭 

２．１株当たり当期純利益 106円80銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

（新型コロナウイルス感染症の拡大） 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、２０２０年４月７日に日本政府による緊急事態宣言が発出されていま

す。これにより、当社の翌事業年度の業績に重要な影響を与える可能性がありますが、現時点ではその影響を合

理的に算定することが困難であります。 

 


